
　地方公営企業は、飲料水の供給、医療の提供、生活排水の処理などの地域住民の生活や地域

の発展に欠くことのできないサービスを提供しています。

　県内の市町村、一部事務組合等が経営する公営企業の平成２０年度決算の概要は、次のとおり

です。

　１　公営企業の決算のポイント

○

○

○

○

　２　事業数

　３　決算規模

　　事業数は４３０事業で、前年度に比べて６事業（１.４％）減少しました。

　　このうち、地方公営企業法を適用している事業（法適用事業）が１２１事業、同法を

　適用していない事業（法非適用事業）が３０９事業となっています。

　　また、事業別では、水道事業が１０２事業、下水道事業が１９７事業、介護サービス

　事業が４８事業となっており、この３事業で８０.７％と、大半を占めています。

　　決算規模は、３,２９１億１,９００万円で、前年度に比べて１７億６,１００万円

　（０.５％）拡大しました。これは公的資金補償金免除繰上償還に伴う資本的支出の

　増加が大きな要因となっています。

　　事業別では、下水道事業が約８０億円、水道事業が約３１億円、前年度より決算規

　模が拡大していますが、一方で病院事業が約５９億円、介護サービス事業が約１８億

　円、観光施設事業が約１４億円、前年度より縮小しています。

長野県（総務部）プレスリリース　平成21年（2009年）11月27日

　平成２０年度長野県内市町村等が経営する公営企業の

　決算の状況についてお知らせします。

　収支は前年度に一旦は赤字に陥ったものの、平成２０年度においては黒字に転じて
います。病院事業での赤字額の減少が大きな要因ですが、同事業は依然として多額の
赤字となっており、厳しい経営が続いています。

　決算規模は、公的資金補償金免除繰上償還に伴う資本的支出の増加により、前年度
比０．５％増加しました。

　他会計からの繰入金は、前年度比２.１％増加し、引き続き高い水準で推移していま
す。

　企業債残高は、公的資金補償金免除繰上償還の効果もあり、前年度比３.３％
減少しました。
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　４　経営状況

　　収支は、６億５,３００万円の黒字で、前年度に比べて６億９,５００万円（１,６５
　４.８％）改善し、前年度の赤字から黒字に転じています。これは、前年度に計上され
　ていた病院事業における閉院した施設の臨時的費用がなくなったことが大きく影響し
　ています。
　　また、赤字事業数は４６事業で、前年度に比べて１事業増加し、全事業の１０．７
　％を占めています。事業別では、病院事業が１６事業、下水道事業が１５事業、水道
　事業が５事業、観光施設事業が５事業などとなっています。

事業数及び決算規模の推移
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※　決算規模の算出方法
　　　法適用事業　 ： 総費用－減価償却費－土地売却原価＋資本的支出
　　　法非適用事業 ： 総費用＋資本的支出＋積立金＋前年度繰上充用金

収支及び赤字事業数の割合の推移

24.00

61.79

52.39

30.04 28.73 26.67

13.37

43.28

6.53

10.7
10.39.7

8.7

11.0

9.8

9.0

8.0

9.0

10.5

-10

10

30

50

70

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

億

円

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

％

収支

赤字事業数

△0.42

※　収支の算出方法
　　　法適用事業　 ： 総収益から総費用を差し引いた額
　　　法非適用事業 ： 歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰越すべき財源を除いた額
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　５　他会計からの繰入金

　６　企業債残高

　　企業債残高は１兆２,０８６億１,０００万円で、公的資金補償金免除繰上償還の

　効果もあり、前年度に比べて４１８億２,８００万円（３.３％）減少しました。

　　事業別では、下水道事業が約２４７億円（２.７％）、水道事業が約１２７億円

　（５.９％）、病院事業が約２２億円（２.７％）それぞれ減少しています。

　　一般会計などの他会計からの繰入金は、６６８億９,３００万円で、公的資金補償金

　免除繰上償還に伴う繰入れを行ったこともあり、前年度に比べて１３億７,６００万円

　（２.１％）増加し、引き続き高い水準となっています。

　　このうち、下水道事業が約４６０億円で全体の７割近くを占めており、一般会計に大

　きな影響を与えています。

総務部市町村課財政係
課　長：春日 良太
担　当：小山　靖、奈良本 安秀
電　話：026-235-7065（直通）
　　　：026-232-0111（代表） 内線2112
ＦＡＸ：026-232-2557
E-mail：s-zaisei1@pref.nagano.jp
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長野県内市町村等の公営企業の状況（平成２０年度決算）

○　事業数

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 102 1 1 19 197 4 1 33 11 11 48 2 430

平成１９年度　（Ｂ） 104 1 1 19 200 4 1 33 11 11 49 2 436

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 2 0 0 0 △ 3 0 0 0 0 0 △ 1 0 △ 6

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 1.9 0.0 0.0 0.0 △ 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 2.0 0.0 △ 1.4

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 70,121 49 134 83,137 147,746 989 128 6,402 2,002 1,523 16,686 203 329,119

平成１９年度　（Ｂ） 67,042 60 161 89,037 139,709 1,061 124 7,792 1,322 2,352 18,489 212 327,358

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 3,079 △ 11 △ 27 △ 5,900 8,037 △ 72 4 △ 1,390 680 △ 829 △ 1,803 △ 9 1,761

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 4.6 △ 18.3 △ 16.8 △ 6.6 5.8 △ 6.8 3.2 △ 17.8 51.4 △ 35.2 △ 9.8 △ 4.2 0.5

○　収支　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 3,287 3 0 △ 4,561 897 7 0 △ 208 496 39 684 8 653

平成１９年度　（Ｂ） 3,142 0 0 △ 5,744 1,679 8 0 △ 352 407 48 750 20 △ 42

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 145 3 0 1,183 △ 782 △ 1 0 144 89 △ 9 △ 66 △ 12 695

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 4.6 #DIV/0! #DIV/0! 20.6 △ 46.6 △ 12.5 2.9 40.9 21.9 △ 18.8 △ 8.8 △ 60.0 1,654.8

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 6,066 7 6 10,668 46,042 244 65 1,201 1,110 484 989 11 66,893

平成１９年度　（Ｂ） 6,070 7 0 9,532 43,873 360 60 1,881 880 1,256 1,587 11 65,517

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 4 0 6 1,136 2,169 △ 116 5 △ 680 230 △ 772 △ 598 0 1,376

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 0.1 0.0 #DIV/0! 11.9 4.9 △ 32.2 8.3 △ 36.2 26.1 △ 61.5 △ 37.7 0.0 2.1

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 200,683 0 281 78,720 903,749 1,546 287 4,923 513 5,015 12,866 27 1,208,610

平成１９年度　（Ｂ） 213,375 0 345 80,870 928,446 1,781 310 5,630 896 5,805 12,939 42 1,250,438

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 12,692 0 △ 64 △ 2,150 △ 24,697 △ 235 △ 23 △ 707 △ 383 △ 790 △ 73 △ 15 △ 41,828

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 5.9 #DIV/0! △ 18.6 △ 2.7 △ 2.7 △ 13.2 △ 7.4 △ 12.6 △ 42.7 △ 13.6 △ 0.6 △ 35.7 △ 3.3

※　端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。
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（内訳１）法適用企業の状況

○　事業数

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 51 1 19 35 9 2 1 1 2 121

平成１９年度　（Ｂ） 51 1 19 29 9 2 1 1 2 115

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 0.0 0.0 0.0 20.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.2

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 59,331 49 83,137 86,272 3,290 1,339 84 32 203 233,737

平成１９年度　（Ｂ） 56,573 60 89,037 71,010 4,110 808 88 37 212 221,933

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 2,758 △ 11 △ 5,900 15,262 △ 820 531 △ 4 △ 5 △ 9 11,804

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 4.9 △ 18.3 △ 6.6 21.5 △ 20.0 65.7 △ 4.5 △ 13.5 △ 4.2 5.3

○　純損益　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 3,017 3 △ 4,561 △ 102 △ 501 △ 142 13 9 8 △ 2,256

平成１９年度　（Ｂ） 2,915 0 △ 5,744 △ 673 △ 607 90 18 3 20 △ 3,978

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 102 3 1,183 571 106 △ 232 △ 5 6 △ 12 1,722

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 3.5 #DIV/0! 20.6 84.8 17.5 △ 257.8 △ 27.8 200.0 △ 60.0 43.3

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 1,783 7 10,668 22,334 300 885 10 0 11 35,998

平成１９年度　（Ｂ） 1,710 7 9,532 18,168 744 672 10 0 11 30,854

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 73 0 1,136 4,166 △ 444 213 0 0 0 5,144

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 4.3 0.0 11.9 22.9 △ 59.7 31.7 0.0 #DIV/0! 0.0 16.7

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２０年度　（Ａ） 158,207 0 78,720 462,949 2,589 0 151 0 27 702,642

平成１９年度　（Ｂ） 167,553 0 80,870 417,194 3,071 0 194 0 42 668,923

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 9,346 0 △ 2,150 45,755 △ 482 0 △ 43 0 △ 15 33,719

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 5.6 #DIV/0! △ 2.7 11.0 △ 15.7 #DIV/0! △ 22.2 #DIV/0! △ 35.7 5.0

※　端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。
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（内訳２）法非適用企業の状況

○　事業数

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２０年度　（Ａ） 51 1 162 4 1 24 9 10 47 309

平成１９年度　（Ｂ） 53 1 171 4 1 24 9 10 48 321

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 2 0 △ 9 0 0 0 0 0 △ 1 △ 12

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 3.8 0.0 △ 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 2.1 △ 3.7

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２０年度　（Ａ） 10,790 134 61,474 989 128 3,111 663 1,439 16,654 95,382

平成１９年度　（Ｂ） 10,469 161 68,699 1,061 124 3,682 514 2,264 18,452 105,425

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 321 △ 27 △ 7,225 △ 72 4 △ 571 149 △ 825 △ 1,798 △ 10,043

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 3.1 △ 16.8 △ 10.5 △ 6.8 3.2 △ 15.5 29.0 △ 36.4 △ 9.7 △ 9.5

○　実質収支　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２０年度　（Ａ） 270 0 999 7 0 293 638 26 676 2,909

平成１９年度　（Ｂ） 227 0 2,352 8 0 255 317 30 746 3,936

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 43 0 △ 1,353 △ 1 0 38 321 △ 4 △ 70 △ 1,027

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 18.9 #DIV/0! △ 57.5 △ 12.5 0.0 14.9 101.3 △ 13.3 △ 9.4 △ 26.1

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２０年度　（Ａ） 4,283 6 23,708 244 65 901 225 474 989 30,895

平成１９年度　（Ｂ） 4,360 0 25,706 360 60 1,138 208 1,246 1,587 34,664

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 77 6 △ 1,998 △ 116 5 △ 237 17 △ 772 △ 598 △ 3,769

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 1.8 #DIV/0! △ 7.8 △ 32.2 8.3 △ 20.8 8.2 △ 62.0 △ 37.7 △ 10.9

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２０年度　（Ａ） 42,477 281 440,801 1,546 287 2,333 513 4,864 12,866 505,968

平成１９年度　（Ｂ） 45,822 345 511,252 1,781 310 2,560 896 5,612 12,939 581,515

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 3,345 △ 64 △ 70,451 △ 235 △ 23 △ 227 △ 383 △ 748 △ 73 △ 75,547

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 7.3 △ 18.6 △ 13.8 △ 13.2 △ 7.4 △ 8.9 △ 42.7 △ 13.3 △ 0.6 △ 13.0

※　端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。
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対前年度比
（％）

対前年度比
（％）

うちＡＡＡ
純損失の生
じたものＡ

対前年度比
（％）

うちＡＡＡ
実質赤字の
生じたもの

対前年度比
（％）

Ｂ＋Ｃ＝

全事業数に
占める割合
（％）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｄ／Ａ

平成１１年度 478 0.8 4,132.37 1.5 108 32 △ 4.12 10.4 370 18 28.12 △ 0.3 50 10.5

平成１２年度 533 12.4 4,124.29 1.3 108 29 11.50 350.0 425 19 50.29 78.3 48 9.0

平成１３年度 540 1.3 3,906.75 △ 5.3 116 33 0.32 △ 97.2 424 10 52.07 3.5 43 8.0

平成１４年度 534 △ 1.1 3,725.13 △ 4.6 115 39 △ 2.37 △ 840.6 419 9 45.65 △ 12.3 48 9.0

平成１５年度 523 △ 2.1 3,396.42 △ 8.8 117 38 △ 10.90 △ 359.9 406 13 40.94 △ 10.3 51 9.8

平成１６年度 508 △ 2.9 3,177.56 △ 6.4 116 35 △ 0.75 93.1 392 21 29.48 △ 28.0 56 11.0

平成１７年度 436 △ 14.2 3,104.37 △ 2.3 106 30 △ 1.45 △ 93.3 330 8 28.12 △ 4.6 38 8.7

平成１８年度 442 1.4 3,037.59 △ 2.2 107 36 △ 4.79 △ 230.3 335 7 18.17 △ 35.4 43 9.7

平成１９年度 436 △ 1.4 3,273.61 7.8 115 43 △ 39.78 △ 730.5 321 2 39.35 116.6 45 10.3

平成２０年度 430 △ 1.4 3,291.19 0.5 121 43 △ 22.56 43.3 309 3 29.09 △ 26.1 46 10.7

※ １ 「うち純損失の生じたもの」には、純損益が０の事業は含まれていない。

　 ２ 「うち実質赤字の生じたもの」には、実質収支が０の事業は含まれていない。

赤字事業数
事　業　数 決算規模（億円）

法 適 用 企 業

事業数、決算規模、純損益・実質収支、赤字事業数の推移　（最近１０か年度）

法 非 適 用 企 業 合　　計

事　業　数 純損益（億円） 事　業　数 実質収支（億円）
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